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　本邦における非が／レ性の慢性疼痛は 、 患者ta　2，
000

万人 （有病率 23％）と言われ、経済損失におい て も

精神疾患に次ぐ 2 位の年間 3，700億円と試算され、医

療経済上 の大 きな問題 となっ て い る 。
しか し 、 治療に

難渋する こ とが多く、患者の 治療満足度は約 3割 と低

い。慢性疼痛は心理 ・社会的要因に よ っ て大き く修飾

され、特に、家族 ・配偶者などの 患者にとっ て の 重要

な他者 （sigl丗 cant 　others ）が維持要因になっ て い る

場合が少な くない か らである 。 本研究で は 、 Fordyce

（1976）に従い 、疼痛を 「疼痛行動」 として捉 え、そ

の オペ ラ ン ト的随伴性を明 らか に し、重要な他者の 行

動を変え る こ とで
、 疼痛行動を軽減させ る こ と、 な ら

び に 、 従来 の 集団療法に代わ り、外来の診察室で簡便

に行 える方法を開発す る こ とを目的に行われた。

　　　　　　　　　 方　法

複数の 専門医療機関を受診 して も改善が得 られず、か

っ 家族が痛みの 訴 えに対 して 過保護な対応を示 して

い た慢性疼痛患者 2名が対象。 原則的に月 1 回の 外来

診察室の場面で手続に関する教示 を行い 、BI． の 測定

や実際の 介入 は、患者や家族が家庭で 行っ た。診察時

の教示 は A4 用紙 に疼痛行動を維持 し 、 健康行動 を弱

化する随伴性をダイ ア グラム で 図示 しなが ら行 っ た。

　　　　 〈症例 A ：39 歳男性 （腰痛） 〉

症状 ：杖を使用 した摺 り足歩行。専門医療機関 3 箇所

で も効果なく、2 年経過後の 2014 年 9 月本院来院 。

保護的環境 ：母親が シ ャ ワ
ー
や着替えも手伝い 、食事

も運び、足の爪まで切る。

従属変数 ：起床時刻、労働 （PC 作業）時間

介入 ： 目標起床時刻を設定し、痛みを理由に制限 して

い た運動や持続 した座位で の PC 作業を増やすよ うに

指示 。 保護的な対応を 中止 、痛みの 訴えは消去。起床

時刻を守っ た時、運動や PC 作業ができた時は家族が

賞賛、好物 の ドー
ナ ツ 、 家族との食事で 強化 した

。

　　　　 〈症例 B ：44 歳男性 腰 痛）〉

症状 ：発症後 、 専門医療機関 5 個所で も改善せず、6
年間無職で経過後の 2014年 2 月本院来院，

保護的環境 ：母親がす べ て の 家事を代行し、生活費、

交通費なども母親が提供す る。

従属変数 ；痛みを理由とした在宅 日数と収入 月観

介入 ： 本人 と家族に対 して、2014年 7月には 「翌年

4 月まで に定職に就かなけれぼ、妻 の 扶養 か ら C を外

す」 とい うル
ー

ル を、2014 年 12 月には 「4月までに

定職に就けば 、 子供 と妻の い るマ ン シ ョ ン で の 同居を

許可する」 とい うル ール を設定 した上で 、 疼痛行動の

消去 と健康行動の強化を家族が実施 した。

　　　　　　　　　結果と考察

症例 A の PC 作業時間の デー
タを図 1 に示す 。 それ以

外の測定指標 に関して も、2名の 患者 とも難治性の 慢

性疼痛が劇的に改善 し、A は杖を不使用、目標時刻で

起床、6 年間無職の B は正規雇用勤務で社会復帰 を果

た した 。 い ずれの症例で も集団療法の よ うな場面設定

をせず とも、診察室 で 紙とペ ン を使 っ て疼痛行動を維

持する随伴性を図示する こ との 効果が示 され た。本研

究で 改善が得 られたの は、  同居家族がい た こと、 

家族は患者に対 して 保護的で はあるが、行動介入 に対

して も協力的であ っ た こ とが重要な要因で あっ た と

考え られる。しか し、患者 の 中には家族が い ない 場合

や 、
い た として も患者に対 して 懲罰的な対応をしたり 、

介入 に非協力的な場合も少 なくな い
。 それ らに対する

介入方略を検討 して い くこ とが今後の課題である。
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図 1　症例 Aの 労働 （PC作業）時間の変化 （分／日〉
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